




























第 I 論文で述べたように、2006年 4月末現在、兵庫県の住宅再建共済制
度への加入は 7万 8千強戸、兵庫県の加入対象戸数の 4.4％に上る（兵庫県
調べ）。この加入率を多いと見るか少ないと見るかは、視点によって異なる
だろう。兵庫県における地震保険の加入率が、同保険制度が創設された 1966








































公理 1−2 制度加入（ないし非加入）の選択後 t 年（t＝0, 1, 2, 3，. . .）以




公理 1−3 災害発生後、q の確率で家屋の倒壊（全壊もしくは半壊）が生
じ、1－q の確率で倒壊を免れる。
公理 1−4 共済制度に加入した場合、加入費として毎年 0.5万円がかかる。
加入後の脱退はないとする。



























ここで、P＝pq とすると、T＝600 P－0.5 t（1－P）であり、T を P、t に
ついて偏微分すると、
∂T ／∂P＝600＋0.5 t＞0， ∂T ／∂t＝－0.5（1－P）＜0
である。つまり、T は P について単調増加、t について単調減少である。
T＝0 のとき、加入と非加入の期待利得が等しくなる。そのような P は





















た場合には確率 q で倒壊して、確率 1－q で倒壊しないので、災害が生じた
場合の期待利得は、



























































この不等式の左辺の値を規定しているパラメータには pi, q, t, c があり、
不等式の値の正負は直ちに自明ではない。しかし左辺の値を規定している構
造的性質についていくつかの性質を知ることはできる。パラメータのうち、
c は第 2項には含まれているが、第 1項には含まれていない。つまり、再建



















































公理 3−2 制度加入（ないし非加入）の選択後 t 年以内に大地震が発生する
確率は pt である。大地震は一度生じた後は当分のあいだ（＝モ
デルが取り扱う時間の定義域においては、再びは）生じない。




2節の離散的なモデルにおける pt は「t 年目（のみに）地震が生じる確


















ここで pt を「0時点から t 時点以内に地震が生じる確率」と定義する。
そしてこの pt は t が増加するとともに増加すると仮定する。このような時
間に関して単調に増加する確率の列には多様な定義が可能であるが、もっと
も単純なタイプとして、


















































図 3 時間 t の変化に対応した pt のグラフ
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命題 2 地震発生時間 T の期待値は、
E（T）＝ p0－1log（1－α）
である。






















































なのでやはり α についても減少である。 □
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図 4 初期確率 p0の変化に対応した加入者率の変化
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pt＋1＋（1－pt）ptα ただし 0＜α＜1, t＝0のとき p0
を定義する。この仮定の下で pt の列のグラフを示す（図 7）。
図 6 周期を持つ主観的確率の確率密度関数の様子





























































である。なお、二段目から三段目の以降では付録で示した 補題 12 を用い
た。 □






































t＝a において確率はゼロである。P（T＝a）＝0。ここで任意の点 t の近傍
（t－ε , t＋ε）を考え、微少区間（期間）2 ε の間で地震が生じる主観的確率
を考える。
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なお、幾何分布型（逆指数型）F 1とロジスティック型 F 2の分布関数を
比較すると、F 2は F 1に対して第一次確率優位（first order stochastic domi-
nant）である（図 10）。ゆえに期待値は F 2の方が大きい［Haim, 1998］。期
待値が大きいということは、他の条件が等しければ、F 2のもとでの加入率
は F 1のもとでの加入率よりも小さい。ロジスティック型はある時期まで単




































P（0 T E（T））＝p0＋∫E（T）0 etα（1－p0）p0α 1＋p0（etα－1）2 dt＝ 12－p0
また期待発生時間以降に地震が生じる主観的な確率は、























































































































































































１）本稿では第 I、第 III 論文と同様に「加入者＝加入世帯＝加入戸数」と考え
る。言い換えれば持ち家各世帯は 1戸の住宅を所有しており、その 1戸について
共済に加入するかしないかを判断すると仮定する。
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■Abstract
The rate of participation in the mutual aid fund for housing reconstruction is
not as high as the administration had expected it to be. It is not known whether
the participation rate will increase or decrease over time. Therefore, we have at-
tempted to predict the participation rate by developing a model which represents
the decision-making process regarding participation. Models can be divided into
two types. One is based on expected profit and assumes that people will decide to
participate if they determine that “participating will be more financially advanta-
geous than not participating.” The other is based on the assumption that people
will decide that “it is better to participate right before a major disaster occurs.”
Both models are based on rational choice theory, although they differ in their em-
phases. In the latter model, time can be regarded as a continuous random variable
except when t＝0. It allows us to define the expected time by an explicit function
of parameters and to derive many general propositions. One such proposition is
that people who believe that earthquakes occur periodically do not participate in
the mutual aid system, even though the subjective probability of an earthquake oc-
curring is greater than zero.
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